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「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律」に基づ
く特定研究開発等計画の認定について（予告）

平成１８年６月１５日

中 部 経 済 産 業 局

１．中小企業のものづくり基盤技術の高度化を支援することにより、製造

業の国際競争力の強化及び新事業の創出を図る「中小企業のものづくり

基盤技術の高度化に関する法律 （ 中小ものづくり法 ）が平成１８年」「 」

６月１３日に施行されました。

中小企業者は、単独で、または共同で特定ものづくり基盤技術に関する研２．

究開発及びその成果の利用に関する計画（特定研究開発等計画）を作成し、

中小ものづくり法の規定に基づき、経済産業大臣の認定を受けることができ

平成１８年６月２０日（火）より受け付ます。この認定の申請について、

けます。

申請の窓口３．

当局製造産業課において受付を行います。

４．申請の受付期間

平成１８年６月２０日（火）以降、随時受け付けます。

※ 申請書の様式は次のＵＲＬからダウンロードできます。

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/060608kisoku_seitei.htm

※ ダウンロードできない場合には、以下連絡先までお問い合せ下さい。

計画の提出先となる経済産業局は、研究開発を行う拠点となる施設の所在地を※

管轄する経済産業局となります。

（参考）中部経済産業局管轄地域－愛知、岐阜、三重、富山及び石川の５県。

※ 予算上の支援策である本年度の戦略的基盤技術高度化支援事業（認定を受

けた研究開発等計画を主な助成対象とする研究開発助成事業）に応募され

る場合には、７月２１日（金）までに認定申請を行っていただきますよう

お願い申し上げます。

（お問い合わせ先）
○中部経済産業局 産業部 製造産業課
担当：山田、緒方、木山
電話：０５２－９５１－２７２４(直通)
〃 電力・ガス事業北陸支局 産業課○
担当：鈴木、竹内、山森
電話：０７６－４３２－５４０１（直通）

注：経済産業記者会、経済産業省新聞記者会ペンクラブ、中小企業庁ペンクラブ

にも同様の資料が配付されております。



別添 

「中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律」の概要について 

 

１．目的（第１条） 

  モノ作りを支える中小企業が、我が国製造業の国際競争力強化や新たな事

業の創出にとって必要不可欠な存在であることにかんがみ、中小企業の担う

モノ作り基盤技術の研究開発及びその成果の利用への支援を通じて、その高

度化を図り、もって国民経済の健全な発展へ寄与することを目的とする。 

 

２．施策体系 

 (1) 特定ものづくり基盤技術の指定（第２条） 

   ものづくり基盤技術振興基本法に規定するものづくり基盤技術のうち、

主として中小企業が担い、その高度化が我が国製造業の国際競争力強化・

新たな事業の創出に資するものを「特定ものづくり基盤技術」として指定。

具体的には、鋳造、鍛造、めっき、金型、組込ソフトなど１７技術。また、

技術は必要に応じて追加的に指定する。 

 

 (2) 特定ものづくり基盤技術指針の策定（第３条） 

   鋳造、鍛造、めっき等の特定ものづくり基盤技術に関する指針を策定。

当該技術が多様な分野にわたる我が国製造業を支えている現状とその重要

性を明示するとともに、個別の技術分野ごとに、市場に近い需要家企業群

のニーズに対応した技術開発の方向性、技術が適用出来る様々な事業分野、

人材育成・知的資産の活用・望ましい取引慣行等に関する事項を記載。い

わば、特定ものづくり基盤技術に関わる産業の高度化戦略・将来ビジョン

として位置づけられるもの。 

 

 (3) 特定ものづくり基盤技術研究開発等計画の作成・認定（第４条） 

   中小企業者は、単独で、または共同で特定ものづくり基盤技術に関する

研究開発及びその成果の利用に関する計画を作成し、経済産業大臣の認定

を受けることが可能。また、マーケットに近い事業者との連携・協力の重

要性等にかんがみ、大企業を含む他の事業者等を計画作成の協力者とする

ことが可能。 

 

 (4) 各種支援措置 

  ①資金調達支援 

   １）信用保険法の特例（第７条） 

     認定計画に従った事業の実施に要する資金の融通を円滑化するた



め、中小企業信用保険の特例措置を講じ、普通保険等の別枠化、新事

業開拓保険の限度額引き上げを行う。 

   ２）投資育成株式会社法の特例（第８条） 

     資本金３億円超の中小企業が認定計画に従った事業を行う場合等の

資金調達の円滑化を図るため、中小企業投資育成株式会社法の特例措

置を講じる。 

 

  ②知的財産権利化支援（第９条） 

   ○審査請求料・特許料の減免 

     認定計画に従った事業の成果としての発明を特許権化する場合に、

審査請求料及び特許料（１～６年分）を減額するための特例措置を講

じる。 

 

 (5) 関連施策の推進（第１０条） 

   中小企業における特定ものづくり基盤技術の高度化を促進するため、国

は以下の関連施策を総合的に推進する。 

  ①大学・高等専門学校等との連携協力の円滑化 

    製造中核人材育成事業の推進、専門職大学院・高専等の教育機関との

連携促進等を図り、ものづくりに関する人材育成に努める。 

 

  ②知的財産の適切な保護及び活用 

    特許料等の減免措置に加えて、知的財産権利化支援の予算措置や知的

財産の活用ノウハウ等を普及させるセミナーの開催等を行う。また、知

的財産取得・管理指針の普及、営業秘密管理指針の周知を図る。 

 

  ③研究開発の成果の取扱いに係る取引慣行の改善 

        技術開発に抑制的に作用する恐れのある取引慣行について技術別指針

で改善の必要性を記述することや、下請代金支払遅延等防止法の厳正な

運用等を通じて、望ましい取引慣行の実現を図る。 

 

３．審議経過等 

 (1) 衆議院 

  ○平成１８年３月１４日  衆議院経済産業委員会参考人質疑 

  ○平成１８年３月１７日  衆議院経済産業委員会審議① 

  ○平成１８年３月２２日  衆議院経済産業委員会審議② 

  ○平成１８年３月２３日  衆議院本会議可決 

 (2) 参議院 

  ○平成１８年４月１３日  参議院経済産業委員会参考人質疑 



  ○平成１８年４月１８日  参議院経済産業委員会審議 

  ○平成１８年４月１９日  参議院本会議可決 

 (3) 法律成立以降 

  ○平成１８年４月２６日  公布 

  ○平成１８年６月 ８日  施行令及び施行規則公布 

  ○平成１８年６月１３日  施行 

  ○平成１８年６月２０日  特定ものづくり基盤技術の指定告示（予定） 

               特定ものづくり基盤技術高度化指針告示 

               （予定） 

 

 
 


